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平成 30 年度  

「栗原市のお金の使い道」 

（栗原市決算概要） 

この決算概要に関してお気づきの点がありましたら、財政課財政係までお寄せください。

◎問い合わせ先一覧表

議　 会 上下水道部 築館総合支所

1111-22課スビーサ民市0311-24課営経0711-22局務事会議

1711-22室進推健保姫波志・館築3311-24課設施

総務部 築館・志波姫教育センター 23-1236

総務課（市役所代表） 22-1122 医療局

1365-12課理管療医9511-22課事人 若柳総合支所

1212-23課スビーサ民市0335-12院病央中原栗5111-22課政財

6212-23室進推健保成金・柳若5332-23院病柳若6111-22課財管

7212-23ータンセ育教成金・柳若1122-54院病駒栗1211-22課務税

危機対策課 22-1149 高清水診療所 58-2020

瀬峰診療所 38-3121 栗駒総合支所

企画部 鶯沢診療所 55-3511 市民サービス課 45-2111

7312-54室進推健保沢鶯・駒栗3102-65所療診山花5211-22課画企

5222-54ータンセ育教沢鶯・駒栗5211-22室略戦住定　

  くりはら田園鉄道公園 24-7961 教育部

市政情報課 22-1126 教育総務課 42-3511 高清水総合支所

市民協働課 22-1164 学校教育課 42-3512 市民サービス課 58-2111

社会教育課 42-3514 高清水・瀬峰保健推進室 58-2119

市民生活部 文化財保護課 42-3515

1123-22課民市 一迫総合支所

1112-25課スビーサ民市4321-32館会化文原栗0533-22課境環

　クリーンセンター 52-3080 若柳総合文化センター 32-6600 一迫・花山保健推進室 52-2130

5112-25ータンセ育教山花・迫一3041-12館書図1214-22苑斎らはりく

　衛生センター 33-2301

福祉事務所 22-1340 消防本部 瀬峰総合支所

1112-83課スビーサ民市1911-22課務総0431-22課祉福会社

7212-83ータンセ育教水清高・峰瀬0158-22課防警3261-22園学しまげは

2911-22課防予0531-22課祉福護介

子育て支援課 22-2360 栗原消防署 22-8511 鶯沢総合支所

1112-55課スビーサ民市1262-23署分東0730-22課進推康健

9012-54署分北

農林振興部 　南出張所 59-2119 金成総合支所

農業政策課 22-1135 　西出張所 54-2120 市民サービス課 42-1111

1002-44所張出野萩6311-22課産畜林農

3411-22課計会8311-22課備整村農

0611-22室査検2711-22室策対等物棄廃性射放 志波姫総合支所

市民サービス課 25-3111

商工観光部 選挙管理委員会事務局 22-1122

花山総合支所

田園観光課 22-1151 監査委員事務局 42-1120 市民サービス課 56-2111

　細倉マインパーク 55-3215

ジオパーク推進室 24-8836 農業委員会事務局 42-1239

建設部

2511-22課設建

建築住宅課 22-1153

都市計画課 22-1154

 ※組織改編などにより、電話番号が変わる場合がありますが、その際には「広報くりはら」などで随時お知らせいたします。

平成31年4月1日現在

【表紙写真】 

①青空大使派遣事業 ②くりこま高原駅オアシスセンターのリニューアルオープン 

③ジオパークビジターセンターの内部 ④オーストラリアホッケーチームとの国際交流試合 

① ②

③ ④



　市民のみなさま、こんにちは。市長の千葉健司です。

　市では｢第２次栗原市総合計画｣に５つの将来像を

掲げ、町づくりを進めてきました。平成３０年度は、

均衡ある栗原市へ躍進するため、特に若者定住を目標とした３本柱を中心に、

様々な施策を取り組みました。

　１．地域を活かした産業の強化“「まちの元気」”として、

　整備を進めていた『栗駒山麓ジオパークビジターセンター』が完成し、

ジオパークの魅力を市内外へ情報発信する環境を強化したほか、市と大

学、農協と連携し、地域農業が抱える諸課題の調査・検討を行いました。

　２．医療・福祉・子育ての支援充実“「市民の安心」”として、

　乳幼児の育児用品購入助成、第３子以降の入学学用品等の一部助成、

出生から１８歳までの医療費自己負担の無料化などを引き続き実施した

ほか、市内小・中学校の空調設備整備や瀬峰地区の幼保一体施設整備な

ど、地域で子育てを行う環境を整えました。

　３．教育・伝統文化の向上“「子どもの未来・大人の安らぎ」”として、

　高齢者を中心とした様々な世代の市民が気軽に集まり交流できるよう

『大人の居場所づくり』について検討を進めたほか、暮らしや健康に関

わる情報などをテーマに学ぶ、『くりはら市民大学』を開設し、生涯学

習の推進と学びを生かした地域づくりの振興を図りました。

　今後も「市民が創る　暮らしたい栗原」の実現のため市政運営に邁進して

まいりますので、市民のみなさまのご理解とご協力をお願い申し上げます。

令和元年１１月

は じ め に

栗原市長
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市税

７２億９,３１４万円
16.1%

分担金及び負担金

１億７,７１０万円 0.4%

使用料及び手数料

６億５,５７７万円 1.5%

財産収入

２億１,２８６万円 0.5%

寄附金

２,２４６万円 0.1%

繰入金

３６億２,９２３万円
8.0%

繰越金

１２億２,１３２万円

2.7%

諸収入

１２億４４９万円

2.7%

地方譲与税

４億６,３７５万円
1.0%

利子割交付金

６５０万円 0.0%

配当割交付金

１,３５５万円 0.0%

株式等譲渡所得割交付金

１,１５５万円 0.0%

地方消費税交付金

１３億５６万円 2.9%

自動車取得税交付金

１億３,７０１万円 0.3%

ゴルフ場利用税交付金

４９２万円 0.0%地方特例交付金

２,５４３万円 0.1%

地方交付税

１,８９億９,８１８万円
42.0%

交通安全対策特別交付金

７２０万円

0.0%

国庫支出金

２９億５,８５３万円
6.5%

県支出金

２２億３,９４０万円

5.0%

市債

４６億１,６００万円
10.2%

◎一般会計歳入の状況

自主財源
１,４４億１,６３７万円

32.0%

依存財源
３,０７億８,２５８万円

68.0%

歳入
（入ってきたお金）

１４４億１，６３７万円

３０７億８，２５８万円

１８９億９，８１８万円

一般会計　歳入決算

４５１億９，８９５万円

地方譲与税－国が国税を一定の基準によって地方に譲与するお金（自動車重量譲与税、地方揮発油譲与税）

地方交付税－国が地方公共団体間の財源不均衡を調整するための交付金（普通交付税、特別交付税）

国庫支出金－国が特定の事務・事業に対して交付する負担金や補助金など

県 支 出 金－県が特定の事務・事業に対して交付する負担金や補助金など

市 債－公共施設の建設などの財源として市が借り入れる長期の借入金

そ の 他－国や県の税金を、各交付金として一定の基準により地方に交付されるお金

(地方特例交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、利子割交付金、配当割交付金、

株式等譲渡所得割交付金、ゴルフ場利用税交付金、交通安全対策特別交付金)

依存財源～国や県の基準に基づいて得られるお金です～

市 税－市民税や固定資産税など、市民の方に納めていただくお金

分担金及び負担金－市の事業で特に利益を受ける方から、その受益の範囲で負担していただくお金（保育料など）

使用料及び手数料－公共施設を使用した時に支払う使用料や住民票を取得する時の手数料など

財産収入－市が所有する財産を貸し付けたり、売り払いしたことにより生じる収入

寄 附 金－金銭、その他の資産の贈与など

繰 入 金－特別会計や各基金などから繰り入れるお金

繰 越 金－繰越事業の財源など、当該年度に繰り越されたお金

諸 収 入－他の収入科目に当てはまらない収入（預金利子や貸付金元利収入など）

自主財源～栗原市が自分の力で得られるお金です～

平成３０年度  栗原市の会計決算報告平成３０年度  栗原市の会計決算報告
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人件費

７５億５,６７９万円

17.4%

扶助費

４９億８,２７６万円
11.4%

公債費

５７億８７７万円
13.1%

普通建設事業費

５４億５,９３０万円
12.5%

災害復旧事業費

１億５４６万円
0.3%

物件費

６５億８,９１８万円
15.2%

維持補修費

６億１,０５８万円
1.4%

補助費等

３８億３,００３万円
8.8%

積立金

１６億６,３６３万円
3.8%

投資及び出資金

７億９,１５１万円
1.8%

貸付金

１４億４,０００万円

3.3%

繰出金

４７億９,５４６万円
11.0%

◎一般会計歳出の状況

義務的経費
１,８２億４,８３２万円

41.9%

投資的経費
５５億６,４７６万円

12.8%

その他経費
１,９７億２,０３９万円

45.3%

歳出
（使ったお金）

性質別決算

１９７億２，０３９万円 １８２億４，８３２万

令和元年第３回栗原市議会定例会において「平成３０年度決算」が認定されました。 
市民の皆さんから納めていただいた税金や国・県からの補助金などの限られた財源を、皆さんの生活向上に

どのように使ったのか、一般会計を中心に決算の概要を報告します。 
なお、主要事業の決算状況については、１３ページ以降に掲載しておりますので、ご覧ください。 

人件費－議員や職員などに支払われる給与などの経費

扶助費－社会保障制度の一環として、児童、高齢者、障がい者、生活困窮者を援助するための経費

公債費－市が借り入れた地方債(借入金)の返済に要する経費

義務的経費～支出が義務付けられている経費です～

普通建設事業費－生活基盤整備のための経費で、主に道路や橋、学校など公共用、公用施設の新増改築などに

要する経費

災害復旧事業費－風水害や地震などの自然災害で被害を受けた公共施設を復旧させるための経費

投資的経費～道路や学校など社会基盤の整備に充てる経費です～

物件費－賃金、旅費、委託料などの事務的経費

維持補修費－道路や公共施設などの効用を維持するための経費

補助費等－さまざまな団体への補助金、負担金、報償費など

積立金－特定の目的のために設けられた基金などに積み立てする経費

投資及び出資金－病院、水道事業会計への出資金など

貸付金－公益上の目的を持って個人や団体に貸し付ける経費

繰出金－他の特別会計への繰出などに要する経費

その他の経費～義務的経費、投資的経費以外の経費です～

一般会計　歳出決算

４３５億３，３４７万円
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議会費

３億２,６８７万円
0.8%

総務費

６２億８,０２９万円

14.4%

民生費

９９億５,６１９万円
22.9%

衛生費

６４億８,３４１万円
14.9%

労働費

５,１１９万円
0.1%

農林水産業費

２６億１,７７１万円
6.0%

商工費

１８億６,０４０万円
4.3%

土木費

３６億９,７５２万円
8.5%

消防費

１７億９,８４６万円
4.1%

教育費

４６億７,６０７万円
10.7%

災害復旧費

７,６５９万円

0.2% 公債費

５７億８７７万円
13.1%

一般会計歳出の状況

歳出
（使ったお金）

目的別決算

議 会 費 －議員の報酬や費用弁償、議会事務局の人件費及び事務経費など議会に関するすべての経費

総 務 費 －全般的な管理事務・企画調整事務に要する経費、支所及び出張所の経費、税務に関する経費、

戸籍及び住民基本台帳に関する経費、選挙に関する経費、統計調査に関する経費、監査委員に

関する経費、他の目的区分のいずれにも分別できない経費

民 生 費 －市民の社会生活を保障するために必要な経費で、社会福祉、障がい者、高齢者、児童福祉、

生活保護及び災害救助関係の経費

衛 生 費 －衛生的な生活環境を保つための経費で、伝染病予防費、結核予防費、火葬場費、ごみ処理費、

し尿処理費などの経費

労 働 費 －失業対策及び雇用の拡大などに要する経費

農林水産業費－農業委員会や農林水産業の振興のために要する経費で、農業土木、農業構造改革、園芸振興、

畜産振興、林業振興及び水産業振興などの経費

商 工 費 －商工業振興や観光振興などの経費

土 木 費 －土木関係経費で、主に市道や橋りょうなどの整備や維持管理、住宅の建設や維持管理などの経費

消 防 費 －災害防除、消防活動及び災害が生じた場合に被害を軽減する活動や消防施設整備などの経費

教 育 費 －教育委員会、幼稚園、小・中学校、社会教育、文化財など教育に関するすべての経費

災害復旧費－災害によって生じた被害の復旧に要する経費

公 債 費 －市が借り入れた長期・短期の借入金の返済に要する経費
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■各会計決算額 

■市の借金の状況 

■「地方公共団体財政健全化法」に基づく財政指標の公表 

 平成３０年度末現在における市の借金の残高の状況
を一般・特別・事業会計の３区分に分けてお知らせし
ます。 
 ３区分の合計で合併時（平成１６年度末）より２１
５億円減っています。 

 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づいて、市の財政状況を指標に表して議会に報告
し、市民の皆さんへ公表することとされています。 
 栗原市の平成３０年度決算における財政指標は次のとおりで、いずれも国が定めた基準を下回ってい
ます。 
  ※基準を上回った場合は、財政健全化計画などを定めることになります。 

歳入決算額 歳出決算額

４５１億９，８９５万円 ４３５億３，３４７万円

２３９億８，９３１万円 ２３４億３，２１５万円

国民健康保険特別会計（事業勘定） ８３億７，９５９万円 ８２億２，４８６万円

介護保険特別会計 １０１億７，３３２万円 ９８億７，９６１万円

後期高齢者医療特別会計 ８億４，３８８万円 ８億３，１９０万円

下水道事業特別会計 ３５億６，７１７万円 ３５億２，５８８万円

農業集落排水事業特別会計 ２億７，０１７万円 ２億６，１３２万円

合併処理浄化槽事業特別会計 ３億２，３３７万円 ３億１，１６９万円

診療所特別会計 ３億８，９８１万円 ３億５，７８２万円

工業団地整備事業特別会計  ４，２００万円 ３，９０７万円

１１３億９，９３０万円 １２８億３，８７８万円

水道事業会計 ２８億３，６２６万円 ３５億７，０８０万円

病院事業会計 ８５億６，３０４万円 ９２億６，７９８万円

８０５億８，７５６万円 ７９８億　４４０万円

※水道事業会計及び病院事業会計については収益的収入・支出及び資本的収入・支出

　 の合計額を記載しています。

事　業　会　計

合　　　　　　　　計

会　　　　計　　　　名

一　般　会　計

特　別　会　計

健全化判断比率の状況 (単位：％）

早期健全化

基準

財政再生

基準

早期健全化

基準

財政再生

基準

①実質赤字比率 赤字なし １１．９３ ２０．００ 赤字なし １１．９０ ２０．００

②連結実質赤字比率 赤字なし １６．９３ ３０．００ 赤字なし １６．９０ ３０．００

③実質公債費比率 ９．４ ２５．００ ３５．００ ９．２ ２５．００ ３５．００

④将来負担比率 ４７．２ ３５０．００ － ３４．９ ３５０．００ －

⑤資金不足比率 資金不足なし ２０．００ － 資金不足なし ２０．００ －

算決度年９２成平算決度年０３成平

準基ため定が国準基ため定が国

率比の市原栗率比の市原栗

区　　分 平成３０年度末現在高

一 般 会 計 ４７７億９，６５５万円

特 別 会 計 ２２５億　　９９９万円

事 業 会 計 ２０３億３，１０２万円

合　　　計 ９０６億３，７５６万円

◇実質赤字比率とは

一般会計などの赤字の程度を指標化し、財政運営の深刻度を

示したもの。

◇連結実質赤字比率とは

一般会計、特別会計、事業会計など、すべての会計の赤字や

黒字を合算し、市全体としての赤字の程度を指標化したもの。

◇実質公債費比率とは

一般会計などの借金返済、他会計への繰出金のうち償還金に

充てたものなどを指標化し、資金繰りの危険度を示したもの。

◇将来負担比率とは

市が将来支払っていく可能性のある負担を現時点で指標化し、

市の財政を圧迫する可能性を示したもの。

◇資金不足比率とは

公営企業の資金不足を、料金収入の規模と比較して経営状態

を指標化したもの。

◇健全化判断比率①、②、③、④のいずれかが早期健全化基準

以上のとき

健全化判断比率を公表した年度の末日までに、「財政健全化計

画」を議会の議決を経て定め、公表しなければなりません。

また、公営企業会計の場合、健全化判断比率⑤が基準以上の

とき、「経営健全化計画」を議会の議決を経て定め、公表しなけれ

ばなりません。

◇健全化判断比率①、②、③のいずれかが財政再生基準以上の

とき

再生判断比率を公表した年度の末日までに、「財政再生計画」を

議会の議決を経て定め、公表しなければなりません。

また、この場合災害復旧事業などを除き、地方債の発行ができま

せん。
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